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なお、届出のあった続柄に疑義がある場合には、必要に応じ、口頭で質

問を行う等により、事実確認を行うことが適当である。

（問３）外国人住民から、その本国の政府機関が「続柄を証する文書」に該当

する文書を発行していないとの申出があった場合には、どのように取り扱

うこととすればよいか。

（答）本国の政府機関以外の公的団体等が発行した世帯主との続柄を確認でき

る文書の提出を求め、事実確認を行うことが適当である。

なお、在留カードに記載されている在留資格（「家族滞在」又は「永住

者の配偶者等」）によって、届出のあった時点における世帯主との続柄を

確認できる場合には、当該続柄を住民票に記載して差し支えない。


